震災時の水確保・「むかしの井戸」で足りるのか　　　2010/7/27資料　作成：畑中久美子
1.阪神大震災・大量に必要な「生活水」をどう確保したのか
飲用よりも大量に必要な生活水・・飲み水：1人2～3L/日、生活水：1人20L/日以上　
●転倒家具と割れ食器・あらゆる家財が散乱する室内を、寝られる程度に掃除するにも水がいる。
●カップ麺やおにぎりだけの食事は３、4日が限度。長期戦に耐える健康状態・衛生状態・精神状態を保つためには普通の食事・普通の生活に近づける努力が必要。野菜・食器洗い、煮炊き、手洗い、うがい、洗顔、歯磨き、身体を拭く水が必要。埃まみれとなる被災地では洗濯も必要。
●集合住宅の水洗トイレ：排水管が無事でも、少量の水で紙も一緒に流していたらすぐに詰まる兆候があらわれたため、「紙は流さないこと、洗いものに使った水はザルでゴミを除き、油水以外すべてバケツにためておいてトイレに大量投入すること」を全戸で申し合わせトイレを守った。
●どれほど水を倹約しても、生活水は一人一日２０リットル（ポリタンク１本分)以上必要と実感。

●阪神大震災は真冬の災害だったが、夏の災害であれば、生活水はもっと必要。
行政の給水体制が整うのに１週間　
●給水車は当初の５日間は全くあてにならず、いつ来るのかもわからない。

●給水体制が整ってきたのは６日目。10時～18時の８時間、タンクが空になったら水を取りに帰る。
●７～８日目から自衛隊や全国の都道府県名を記した給水車が急増、救援が軌道にのる一方で、水や物資を握る者の独善的暴走行為に緊張感が走る場面も。
民間井戸・農業用地下水がいち早く開放された　　自然の水に依存
●被災地は六甲山系が海に迫る地形。六甲山系のふもとには湧水多数。灘・西宮の酒はベルト状の平地の豊かな伏流水を利用。平野部には田畑に流したり野菜を洗う農業用地下水の設備が多数。
●行政による給水体制が整うより前に、民間の井戸、農業用地下水が自主的に開放された。給水車が来なくてもいつでも水がもらえるという安心感が「略奪」などの人的二次災害を防いだ。
●飲み水はペットボトルや給水車の上水道、大量に必要な生活水は地下水という使い分けが可能に。選択肢が増えたことで給水車の長蛇の列は解消。寒さの中での順番待ちからも解放された。
●水場は情報交換の場。住民同士のトラブル・混乱の少なさは、阪神間に住んでいる誇りや、異文化受容の歴史に育まれたコミュニケーションのうまさなど、被災地「神戸」「阪神間」の独特の土地柄によるものが大きい。他の大都市（東京・大阪）が同じにはなり得ない。
2.災害時における国分寺市の給水能力
国分寺市の人口は？　　（平成22年7月1日現在　国分寺市ＨＰより)
人口：118、061人　　　　　世帯数：56、259世帯
避難所のキャパは？　　　
体育館の収容人数：7，140名（総床面積÷3.3㎡×2人＝隙間なく畳を何枚敷けるかという計算）
自宅にとどまって生活を続ける限りは、暮らしを維持するのに必要な水は自分で運ぶしかない。
水の供給能力は？　市の説明を元に「一日何人に20リットルの水を供給できるか」を試算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
水道水　・・・行政は「飲料水」として位置づけ

東恋ヶ窪浄水所（確保水量1,000㎥）北町第２浄水所（確保水量9,000㎥）合計1万ｔを常時貯水。水の補給が絶たれたとしても「一人一日3リットルの飲み水を人口10万人に1ヶ月間供給できる」（自家発電設備装備）としているが、生活水は最低限一人一日20リットルは必要（平時の生活では300リットル以上）。被災者に対する水の供給を「飲料水のみ一人1日3リットル」に限定するためには、他で生活水が確実に確保できることが絶対条件。それが出来ずに制限すれば、パニックや暴動・騒乱を引き起こす。この制限は物理的にも人道上も不可能。
貯蔵水1万トンは、一人1日20リットル以上必要な生活水の４日分に過ぎない。

●水道水の供給方法・・・
1. 市内5ヶ所に、耐震構造の水道本管（口径20ｃｍ　深さ2～3ｍ）から直接水を取り出せる設備があると聞く。くらしの安全課防災対策係に問い合わせたところ、「配水の本管から分岐している耐震性のある小管に設置されている消火栓5ヶ所を給水設備として指定」（四小北側・五中南側・十小南側・二小東側・七小南側）※本管が壊れれば給水不能
2. 給水車は2台（積載水量は１ｔ）
3. 給水拠点：東恋ヶ窪浄水所、北町第２浄水所で給水を行う
人口約118，000人に対しての上水道給水口は、水道本管が壊れれば給水不能となるものをあわせても9ヶ所しかない。（13，111人に対して１ヶ所）

●一日の供給能力（試算）・・

給水口1ヶ所につき1分間で4人に20リットルずつを供給すると仮定。

1ヶ所につき、1時間では240人、8時間では1920人。
9箇所で17，280人（給水車が水を取りに戻る時間をゼロと仮定）＝人口の14.6％

むかしの井戸　・・・行政は「生活水」として位置づけ　
市民118，000人に対して19ヶ所➜ 6，210人に対して１ヶ所。

●供給方法・・・手漕ぎポンプ　　　●水質・・・生では飲めない
●供給能力（試算）・・

武蔵国分寺公園井戸は10リットル汲むのに50回（1分）→20リットル汲むのに約2分
1時間：30人、24時間フル稼働：1日720人。（フル稼働で手漕ぎポンプが壊れないとして）
19ヶ所で13，680人＝人口の11.6％（ただし、稼動が12時間とすればこの半分）
浄水器・・・行政は飲用可能な「生活水」として位置づけ
●設置台数：市内に30台。あと4台増やす予定。（平成18年調べ）一時避難場所に指定されている市内16ヶ所の公立学校（小学校10　中学校5　高校1）に2台ずつ設置する予定。もう一ヶ所はけやき公園か？プールや防火水槽の水を浄化して飲み水にできる。

市民7，375人につき1ヶ所。

●プ－ルの容積：25ｍ（長さ）×12ｍ（幅）×1ｍ（深さ）＝約300トン
●１６ヶ所のプールの水の量の合計：300トン×16＝4800トン（プールが空になれば終わり）
プール水4800トンは、一人1日20リットル以上必要な生活水の2日分に過ぎない。
（防火水槽の貯水量は不明）
●浄水能力（動力を使わない手動式ポンプ）

1台につき1時間で500リットル。（市の説明による）
· 供給能力（試算）

各ヶ所フル稼働させて、1台で1時間につき20リットルの水を25人に供給できる。

1台24時間稼動で600人。34台で20，400人＝人口の約17.3％
（ただし手動式ポンプを２４時間稼動させることは不可能。稼動12時間とすればこの半分）

市域全体で、一日に一人20リットルの水を何人の市民に供給できるか？
貯蔵水道水を本管と給水車で一日８時間供給して　 17，280人分

むかしの井戸を一日24時間稼動させて　　　　　　13，680人分　（6，810人分/１２時間）　

プールの水を浄水器で1日24時間浄水して　　　　20，400人分　（10，200人分/１２時間）
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 51，360人分　（34，290人分）
市の公的施設による供給能力だけでは、全てを最大限活用できたとしても一日一人２０リットル必要な水は51，360人分しか供給できず、人口の44％に過ぎない。
むかしの井戸の汲み上げやプールの浄水が実際には１２時間程度しか稼動できないと想定すると、34，290人程度にしか供給できないことになり、これは人口のわずか29％。現実には、これ以下。
問題の所在はどこに？・・・水の取り出し口が極めて少ない
●私たちの都市生活は、ライフラインのほぼ100％を公的な供給一本に依存している。

●公的施設としての水道管と蛇口に100％依存した生活＝水循環が見えない暮らし
●無尽蔵にある地下水を含め水そのものは常にある。しかしひとたび水道管と蛇口から水が出なくなってみると、水を取り出す口がない。（118，000人に対して62ヶ所）これが問題。公的な応急給水能力だけでは、一人一日２０リットルの水はどう頑張っても半分以下の人にしか届かない。
阪神大震災でも同様。これが公的な応急給水能力の限界だということを認識すべき。

●この供給能力の低さを補う水源が多数確保されなければ、自立できる市民も自立できなくなる。

これ以外の水源はどこにあるのか？
●家庭での水の汲み置きや備蓄は必要だが、期限の見えない被災生活では水の補給は不可欠。
●国分寺は、湧水、民間の井戸、水源に近い水路などの自然の水を生活水として活用できる。

これらを活用し、水の取り出し口を増やさなかったら、被災生活は成り立たない。

3.災害時に自然の水をいかに活用するか
災害時に民間の井戸を使用させてもらう協定の必要性　　
国分寺市行政への働きかけ

●「市民防災まちづくり学校」（事務局：国分寺市都市計画課）に参加。(05年6月～06年3月)

2005年11月19日第6回講座「地震災害に学ぶ」にて担当講師（都市計画課職員）に質問。

1. 市内の民間所有の井戸の把握はしているか。

2. 災害時に民間の井戸を使用させてもらう協定を結ぶ予定があるか。

●担当講師の答え： 
1. 市内の民間所有の井戸については全く把握していない。

2. 現在、市の防災計画の見直しがはじまっているが、災害時用井戸の協定を結ぶという話しは全く出ていないし、その予定はない。

●協定を結ばない理由：

1. 民有地に人がはいるのをいやがるだろう。

2. 普段から地域の人に使われていない井戸はいざという時に使えない。だから協定は結ばない。防災井戸として「むかしの井戸」（都市計画課が管理）があるのだからそれを使えばいい。

3. そういう協定が必要と思うなら、町内ごとに民民でやるほうが効果的。

4. ３日もたてば救援も来る。その間、家庭にペットボトルの2～3本もあればなんとかなる。

●ライフラインは行政の責務との観点から、国分寺市議が市に対して要望と提案を行ったところ、下水道使用料を払っている民間井戸（農・工業用の大規模井戸）は把握されていることがわかり、また、災害時井戸協定についても市が前向きに検討する姿勢が示された。

●しかし、「国分寺市地域防災計画」（平成19年3月）の「生活用水の確保」の項には、民間井戸の活用は入っていない。同計画には、「生活用水の確保の担当は市民」であり、「溜めおきの風呂水、地域で管理するむかしの井戸、湧水等を有効に活用する」と書かれている。（資料別添）

●生活水がどれほど大量に必要かという認識がない。風呂水はすぐになくなる、むかしの井戸は並んでも水が汲めない、近くに湧水がない、井戸を持っている家がわからない、水道の給水所では飲み水分３リットルしかもらえない、となれば被災者はパニックを引き起こす。
協定の必要性と提言
●民有地への立ち入り・施設の使用については慎重であらねばならないからこそ、協定が必要。

●阪神大震災と同様、自治体の給水能力だけでは自宅にとどまる被災者は生きられない。井戸があるのに自分たちだけ使って門戸を閉ざすようなことがあれば、水の略奪・不法侵入などの暴発（人的二次災害）が起きかねないのが災害。現実には、井戸所有者は開放しないわけには行かなくなる。

●しかし流動人口が圧倒的に多く地縁が希薄な東京には、神戸ほどの隣組的意識や新潟中越ほどの自活能力はない。人的二次災害が極めて少なかったことを東京全域に期待するのはむしろ危険。

●だからこそ行政が事前に協定を結び、町内が協力して災害時想定のルールづくりを行っておく必要がある。単に災害時に井戸を使わせてもらうという協定を結ぶだけではなく、ルールまで決めておくことが重要。ルールは井戸所有者を守るためのものと考えるべき。

●被災地にはいろいろな人が出入り。悪意の暴走だけでなく「救済」という正義に名を借りた暴走が簡単に起こりうるのが災害。平時から地域ぐるみで水を守るためのルールづくりが必要。

●2006年に「国分寺地下水の会」で国分寺市内の民間井戸とむかしの井戸の調査を実施し、「大地のおくりもの　国分寺の井戸　その三」という小冊子をまとめた。（名水の会からも参加）
調査をさせてもらった井戸所有者の中には、災害時の井戸水提供に積極的な考えを持っている人が多かったが、イザという時のために何のルールも無いことへの不安が高いことがわかった。井戸所有者の側にも、災害時協定へのニーズがあるということが実感として感じられた。

湧水の保全と活用
真姿の池湧水：すでに取水のルールがしっかりと守られている。訪れる人々のコミュニケ－ションの場ともなっている。こういう場所が大事。水量を減らしてはならないだけでなく、沸かせば飲める程度の水質を保っていなければ使えない。

用水の復活・整備と活用
阪神大震災における火災　　水道管が破れ消火栓は使用不能
●長田区の大火を最終的に鎮火させたのは海の水だった。

●地震が起きた１月１７日、西宮市では、大火となった長田区の２倍近い31件の火災が発生。しかし、焼失面積は長田区の60分の1だった。西宮消防署は、前年夏の大渇水の際、市内全域のマンション等の建物の地下に設けられている防火水槽をすべて調査し、近隣の火災に際してもそれらを使用させてもらえるよう要請してあった。同時に河川や用水路をせき止め、そこから水を汲み上げる訓練を徹底して行なっていた。これは特殊な技術を要するという。
断水のため消火栓は全く使いものにならなかったが、消防士各人には市内の防火水槽の場所が全て把握されていた。現場に到着した消防士はただちに近隣の防火水槽の使用を直接交渉し、あるいは河川、用水路から水を汲み上げ、適切かつ迅速な消火活動をおこなった。こうして西宮は延焼をまぬがれた。
（９５年３月３日朝日新聞関西版夕刊／西宮市消防局のＨＰ）　
　
国分寺消防署でも訓練　　国分寺消防署　志村正一課長の講座

●国分寺消防署では「無限水利の確保」の訓練を行っている。

・野川のせき板（ベニヤを入れて水を堰き止めて水をためる）

・姿見の池水路（消防車４台が吸い上げる水量がある）　・日立中央研究所構内池

市内を流れる用水は、災害時、市民による初期消火にも活用できる
· 「水道管の中に閉じ込められた水」ではなく「循環が見える水」は「防災機能をあわせもつ」という観点からも用水の整備は急務。
· 阪神大震災でも、近隣住民が風呂水や用水・河川の水をバケツリレ－して消し止めたり、消防が到着するまで初期消火にあたって延焼をくいとめた例はいくらでもある。
湧水・地下水保全条例策定に向けて

震災時の水確保・「むかしの井戸」で足りるのか　＜まとめ＞
1. 都市が大災害に見舞われた時、限りのある救助・救援がそれを最も必要とするところに届くためには、その一方に、かろうじてでも自立して生きる市民の一団による支えがない限り、救援そのものが成り立たなくなる。行政の救援に依存せず、自立して乗り切る市民の下支えとなるものが水。
2. 家庭の水道蛇口から水が出ないということは、水の取り出し口がなくなるということ。水の取り出し口を増やす手当てをしておくことが、災害に備えるインフラ整備＝行政の責務。
3. 災害時ライフラインとして現在準備されている「水の取り出し口」だけでは全く足りない。
4. 災害時における民間井戸の活用のルールを決め、井戸のメンテを支援することが行政のなすべきインフラ整備。

MEMO

在宅難民主婦の手記「東京発・三年目の震災日記」：http://www02.so-net.ne.jp/~jamtoast/shinsai.html
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